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法人税・地方税申告書に関する 
         よくあるお問い合わせ 

システムに関係する 
法人税等のよくあるお問い合わせについて説明します。 

-平成27年度版- 

追加、変更された内容には→ 
のマークがついています。 

平成27年11月版 Ver.6 
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   確認したい項目の場所でクリックしてください。 

別表五（一） 

別表十五 

例） 

欠損金還付請求 

別表四と別表五（一） 別表一 別表五（二） 

適用額明細書 地方法人税等 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

目次 



3 

法人実効税率の引き下げ    

区分 所得金額 税率 

普通 
法人 

資本金1億円超 23.9％ 

資本金1億円以下 
人格のない社団等 

年800万円以下 15％ 

年800万円超 23.9％ 

協同組合等、公益法人等 
特定の医療法人 

年800万円以下 15％ 

年800万円超 19％ 

適用時期：平成27年4月1日以後開始する事業年度  

別表一（一）（二）（三） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

別表一（一） 

  改正内容とシステム対応 

■法人税率の引き下げ  
  法人税の税率が25.5％から23.9％に引き下げられました。 

■軽減税率の特例の延長 
 軽減税率の特例の適用期限が 
 平成29年3月31日まで2年延長 
 されました。 

Ver.H27.1～対応  
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欠損金繰越控除の見直し  

■欠損金繰越控除の見直し  
  欠損金の繰越控除制度等について、大法人（中小法人等以外の法人）の控除限度が 
   引き下げられました。 

改正前 改正後 

税額控除（大法人） 所得の80％ 所得の65％ 

適用時期：平成27年4月1日～平成29年3月31日に開始する事業年度   

平成29年度以降は50％に引き下げられる予定です。 
再建中の法人や新設法人については、7年間は所得の全額を控除可能とする特例が導入されます。 

別表七（一） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

別表七（一） 

  改正内容とシステム対応 

Ver.H27.1～対応  

第六号様式別表九 
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受取配当等益金不算入制度の見直し  

  改正内容 

■受取配当等益金不算入制度の見直し  
  株式の持株比率により、益金不算入割合が変更されます。    

保険会社の受取配当等の益金不算入の特例の規定を受ける場合は、40％が益金不算入になります。 

適用時期：平成27年4月1日以後開始する事業年度 

負債利子
控除なし 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

別表八（一）、八（一）付表 

改正前 改正後 

持株比率 益金不算入割合 持株比率 益金不算入割合 

益金不算入割合 

25％未満 50％ 
5％以下 20％ 

5％超 
1/3以下 

50％ 

25％以上 100％ 
1/3超 100％ 

株式投資信託の 
分配金 

収益の分配の額の1/2又は1/4の額につ
いて、50％相当額益金不算入 

全額益金算入（0％益金不算入） 
特定株式投資信託の収益の分配の額は、 
20％相当額益金不算入 

Ver.H27.1～対応  
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受取配当等益金不算入制度の見直し  

別表八（一）、八（一）付表 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

  システム対応 

別表八（一） 

別表八（一） 

別表八（一）付表 

受取配当等の額の明細 
部分が、別表八（一）付表 
に変更になりました。 
⇒別表八（一）付表に 
 対応しました。 

新規帳票 

「完全子法人株式等」、「関係法人株式等又は関連法人株式等」、 
「その他株式等」、「非支配目的株式等」別に入力欄が設けられています。 

1枚 2枚 

Ver.H27.1～対応  

フォームは平成27年4月1日以後終了する事業年度から変更されていますが、改正
の適用時期は、平成27年4月1日以後開始する事業年度です。開始事業年度で
判定して入力制御しています。平成27年4月1日以後開始事業年度の場合、 
別表八（一）の「38」「39」は入力値をクリアして非表示項目にし、 
別表八（一）付表の4/4の「非支配目的株式等」の入力ができるようになります。 
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研究開発税制の見直し 

  改正内容  

研究開発税制について、企業のオープンイノベーション（外部の技術・知識を活用した研究
開発）の促進などの観点から、控除率が大幅に引き上げられるとともに中小企業の知的 
財産権の使用料等が対象費用に追加されました。 

適用時期：平成27年4月1日以後開始する事業年度  

一般試験研究費 

控除限度額 
法人税額の30％ 
（原則20％） 

法人税額の25％ 
※控除限度超過額の繰り越し控除は廃止 

特別試験研究費 

範囲 

・国の試験研究機関等・大学 
 との間の共同・委託研究  
・民間企業との共同研究 
・中小企業者との委託研究 等 

・特別試験研究機関等のうち試験研究独立行政法人の範囲 
 から国立研究開発法人以外の法人を除外  
・特定中小企業者に対する委託研究の対象となる委託先の 
 範囲に公益法人等、地方公共団体の機関、地方独立行政 
 法人等を追加 
・特定中小企業者に対して支払う知的財産権の使用料を追加 

税額 
控除率 

12％ 
・特別試験研究機関等又は大学等との共同・委託研究：30％ 
・上記以外のもの：20％ 

控除 
限度額 

一般試験研究費の控除限度の枠内 法人税額の5％（別枠） 

新様式の別表六（六）（七）（八）（九）  

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

Ver.H27.2～対応  
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地方拠点強化税制の創設  

  改正内容  

地域再生法の改正により、本社機能等を東京圏から地方に移転したり、地方において 
本社機能等を拡充する取組みを支援するため、本社等の建物に係る投資減税の創設、 
および雇用促進税制の拡充の措置が講じられました。  

■地方拠点建物等を取得した場合の特別償却又は税額控除制度の創設  

移転型 
（特定地域（東京２３区）から 

支援対象区域（３大都市圏以外）への移転） 

拡充型 
（「移転型」以外） 

特別償却：25％  又は 税額控除：7% 
 ※「計画」認定が平成29年4月1日以降は4％ 

特別償却：15％  又は 税額控除：4% 
 ※「計画」認定が平成29年4月1日以降は2％ 

移転型 拡充型 

①増加雇用者１人当たり最大８０万円を税額控除  
  《拡充型50万円＋地方拠点分30万円上乗せ》  
②①のうち30万円分は、雇用を維持していれば、  
 最大３年間継続 《新設》  
③②は法人全体の雇用増がなくても、東京から地方 
  への移転者にも適用 《新設》 

①増加雇用者１人当たり５０万円を税額控除  
   《従来の40万円＋地方拠点分10万円上乗せ》  
②法人全体の雇用増加率１０％未満の場合でも、  
   1人当たり２０万円を税額控除 《新設》  

■雇用促進税制の拡充 

(※税額控除額の上限は、現行の雇用促進税制  
  と地方拠点強化税制（投資減税）とを合わせて、 
  当期の法人税額の30％)  

新様式の別表六（十七）（十八） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

Ver.H27.3～対応  
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法人事業税の外形標準課税の拡大等① 

  改正内容 地方税 

■外形標準課税法人（資本金の額又は出資金の額が１億円を超える普通法人）   
   法人事業税の所得割の税率は引き下げ、付加価値割及び資本割の税率は引き上げられ 
   ました。  

（標準税率は、東京都での所得割への適用はありませんが、地方法人特別税の基準法人所得割額の計算に用います） 

適用時期：平成27年4月1日以後開始する事業年度  

所得割と外形標準課税（付加価値割・資本割）の割合が、段階的に見直しがされます。 

第六号様式 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

例）東京都 改正前 
H26.10.1～H27.3.31 

に開始する事業年度 

改正後 
H27.4.1～H28.3.31 
に開始する事業年度 

標準税率 超過税率 標準税率 超過税率 

所得割 

年400万円以下 (2.2) 2.39 (1.6) 1.755 

年400万円超 
年800万円以下 

(3.2) 3.475 (2.3) 2.53 

年800万円超 又は 
軽減減税率不適用法人 

(4.3) 4.66 (3.1) 3.4 

付加価値割 ― 0.504 ― 0.756 

資本割 ― 0.21 ― 0.315 

Ver.H27.2～対応  
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■地方法人特別税の税率 

改正前 
H26.10.1～H27.3.31 

に開始する事業年度 

改正後 
H27.4.1～H28.3.31 
に開始する事業年度 

付加価値割額、資本割額及び所得割額の
合算額によって法人事業税を課税される法
人の所得割額に対する税率 

67.4％ 93.5％ 

法人事業税の外形標準課税の拡大等② 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

Ver.H27.2～対応  

第六号様式 

  改正内容とシステム対応 第六号様式 
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 適用時期：平成27年4月1日以後開始する事業年度  

■資本割の課税標準の見直し 
  現行の資本割の課税標準である「資本金等の額」が、資本金に資本準備金を加えた額を 
  下回る場合、当該額を資本割の課税標準とすることとされました。 

法人事業税の外形標準課税の拡大等② 

第六号様式 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

Ver.H27.2～対応  

  改正内容とシステム対応 

資本割の課税標準や均等割の税率区分の基準となる
「資本金等の額」は、基本的に次の項目を使用します。 

◆ 平成27年3月31日以前開始事業年度 

  法人基本情報： 

  「期末資本（出資）金額」＋「資本準備金等の額」 

◆ 平成27年4月1日以後開始事業年度 
地方税共通情報：「基準となる資本金等の額」 

上記の対応にあわせ、法人税割の適用要件判定に使用する資本金等の額も、平成27年4月
1日以後開始事業年度では、地方税共通情報の設定を参照するように変更しました。 
平成27年3月31日以前開始事業年度 法人基本情報：「期末資本（出資）金額」 
平成27年4月1日以後開始事業年度   地方税共通情報：「資本金の額」 

・ 平成27年4月1日以後開始事業年度の法人データで使用します。 
・ 平成27年3月31日以前開始事業年度の外形標準課税対象の法人データの場合、 
「資本金等の額」～「期末現在の資本金等の額」の4項目を使用します。 

 転記される各計算項目は、別表五（一）の「Ⅱ資本金等の学の計算に関する明細書」の
設定内容から自動転記されます。（外形標準課税法人の場合は、第六号様式別表五の
二を経由して自動転記します）金額をご確認ください。 
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法人事業税の外形標準課税の拡大等③ 

■付加価値割における所得拡大促進税制の導入 
平成27年4月1日から平成30年3月31日までの間に開始する事業年度に国内雇用者に対して給与
等を支給する法人で、次の要件を満たす場合は、所得拡大促進税制に係る措置として、その雇用者
給与等支給増加額を付加価値割の課税標準から控除できることとなりました。 

  【要件】①雇用者給与等支給増加額/基準雇用者給与等支給額 ≧3％ 
       ②適用事業年度の雇用者給与等支給額 ≧前事業年度の雇用者給与等支給額 
          ③適用事業年度の平均給与等支給額 ＞前事業年度の平均給与等支給額 

適用時期：平成27年4月1日以後開始する事業年度  

■法人事業税の税率の改正に伴う負担変動の軽減措置 

  平成27年4月1日から平成29年3月31日に開始する事業年度に係る付加価値額が40億円未満の

法人について、法人事業税額から一定額を控除する外形標準課税の拡大に伴う負担変動に対する 
軽減措置が講じられました。     

平成27年度の場合 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

Ver.H27.2～対応  

  改正内容とシステム対応 第六号様式 

第六号様式 

 
平成27年4月1日以後開始事業年度の
外形標準課税対象の法人データの場合、
入力できます。 
第六号様式別表五の七（～
Ver.H27.3では未対応）の(16)または
(17)の金額を入力します。 
 

第六号様式別表五の二 
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税務署名押印欄の対応（所属税理士制度） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

従来の補助税理士の名称が「所属税理士」と改められることとされたほか、使用者である税理
士又は税理士法人の書面による承諾を得ることにより、所属税理士が他人の求めに応じ自ら
委嘱を受けて税理士業務等に従事できることとされました。 

法人基本情報 設定2 

 税理士情報の設定方法や税務書類の税理士署名押印欄の出力方法を変更しました。 

法人基本情報 印刷設定4 

Ver.H27.1～対応  

  改正内容とシステム対応 

税務署用紙への印刷 

別表一（一）出力イメージ 
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経理責任者のふりがな対応（地方税） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

地方税様式や第二十号様式（および第七号様式や第二十号の三様式）の経理責任者の
欄に「（ふりがな）」の記載欄が追加されました。 
 地方税の電子申告では、「フリガナ」の設定内容を出力します。 

法人基本情報 設定1 
法人基本情報 印刷設定4 

Ver.H27.2～対応  

  改正内容とシステム対応 

第六号様式プレビュー 
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税務代理権限証書 新様式対応について 

平成27年7月1日以降提出用の新様式に対応しました。 

▼新様式（平成27年7月1日以降提出用） 

  改正内容とシステム対応 

▼旧様式（平成27年6月30日まで提出用） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

Ver.H27.11～対応  

追加 



16 

「初回」の予定申告 

  予定申告を行う場合 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

■H27.4.1以後に開始する最初の事業年度の予定申告の場合 
  平成27年4月1日以後開始する最初の事業年度の予定申告の 
   場合、予定申告共通画面で「H27.4.1以後開始年度の申告」 
   の 「初回」のチェックをオンにします。 

■H26.10.1以後に開始する最初の事業年度の予定申告の場合 
  地方法人税適用初年度の予定申告(平成26年10月1日以後開始する最初の事業年度の 
   予定申告)の場合、予定申告共通画面で「地方法人税の申告」の「初回」のチェックをオンにします。 

平成27年4月1日≦開始事業年度≦平成28年3月31日の場合に設定が 
可能です。 

平成26年10月1日≦開始事業年度≦平成27年9月30日の場合に設定が可能です。 
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法人番号の対応予定について 

法人番号制度（マイナンバー制度）の導入に伴い、地方税様式の一部帳票において、 
「法人番号」の項目が追加されていますが、法人番号の対応は、平成28年3月頃を予定 
しています。（「法人番号」は、平成28年1月1日以後開始事業年度より記載が必要になり 
ます） 

電子申告（e-Tax）では、12月7日公開のVer.H27.15で、「法人番号」の項目追加対応
がされますが、様式対応のみで、法人税システム側での対応まで 「法人番号」 欄に番号が入る
ことはありません。 

  今後の対応予定について 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

Ver.H27.4の対応予定  

国税庁HPより 
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法人税R4へコンバートする際の注意点 

  R4へのコンバート 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

法人税システムの平成27年度版からのデータコンバートは、R4コンバーターVer.2.50以降
で行います。コンバート対象は、Ver.H27.3のみです。 
・旧法人税システム Ver.H27.1／H27.2からはコンバートできません。 
（コンバートデータ選択画面にVer.H27.1／H27.2のデータは表示されません） 

・法人税R4 Ver.15.1／15.2へはコンバートできません。 

（Ver.15.1／15.2からコンバーターを起動した場合、コンバートデータ選択画面に平成27年度版のデータは表示 
  されません) 

旧製品 
インターKX法人税 H27年度 
法人税顧問 H27年度 R4製品 法人税R4 H27年度 

H27年4月1日～H28年3月31日に終了する事業年度データ H27年4月1日～H28年3月31日に終了する事業年度データ 

H27.3xでデータ選択時にデータ変換したデータ 

Ver.H27.3x Ver.15.3x コンバータ 
Ver.2.50以降 
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法人税システムの処理の流れ ① 

法人基本情報登録画面 

【Step１】 準備作業 
●オプション設定 

◆システム共通の設定をします。 
  ・環境設定 
  ・システムパスワードの設定 
 

【Step２】 法人データの登録 
●法人基本情報 ●事業所情報 

◆法人データを作成し、法人基本情報
の設定をします。 

◆地方税（住民税、事業税）の申告
のための事業所情報の設定をします。 

オプション設定画面 

事業所情報設定画面 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

参考News 
新しい法人税R4システムでは、 
「設置年月日」や「廃止年月日」の設定等ができ、
細かな月数計算ができます。 
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第二十号様式 

（市町村民税の計算） 

法人税システムの処理の流れ ② 

【Step３】 データ入力 
●法人税（明細書／申告書） 
●地方税（明細書／申告書） 

◆各データ入力をします。 
入力結果が、関連する帳票へ
自動連動します。 

 

第六号様式 

（事業税、都道府県民税の計算） 

その他明細書 

地方税 
共通情報 

地方税 

法人税 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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法人税システムの処理の流れ ③ 

◆全ての処理が終了後は更新処理を 
行い、翌年度のデータを作成します。 
作成した翌年度データに、先行して 
入力することもできます。 

【Step4】 帳票印刷 

◆各帳票を印刷します。 

【Step5】 更新処理 

白紙一括印刷 

データ入力している帳票を 
一括印刷することができます。 
一括で部数指定もできます。 
別表一はカラー印刷対応 

複数データを一度にバックアップ、更新することができます。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

別表一と適用額明細書、復興特別
法人税に対応しています。 
2～4枚目の薄い紙やその他明細書 
には直接印刷できません。 

税務署用紙への印刷 
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電子マニュアルを起動すると・・・ 

法人選択画面 

起動後のメニューバー 

【グループ法人税制】 
・譲渡損益調整資産に関する通知書 
・出資関係図 
【震災特例法】（東日本大震災） 
・震災により生じた損失の額に関する明細書 
・災害損失特別勘定の損金算入に関する明細書 
・災害損失特別勘定の益金算入に関する明細書 
・特別償却付表（震四）・・・被災代替資産等の 
 特別償却の償却限度額の計算に関する付表 
をエクセルファイルで提供しています。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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プログラムとデータの関係について 

平成27年度版のプログラムは、平成27年4月1日以後終了事業年度の法人税申告に 
対応しています。 
平成26年度版プログラムで翌期更新処理をした27年度のデータを、平成27年度版の 
プログラムでデータ選択（データ変換処理）すると、ご使用いただけます。 
25年度版のデータを27年度版へ直接データ移行することはできません。 

☆震災対応について ☆ 
●対応帳票について● 
 （1）震災により生じた損失の額に関する明細書（Excelファイルをご提供） 
 （2）災害損失特別勘定の損金算入に関する明細書（Excelファイルをご提供） 
  （3）災害損失特別勘定の益金算入に関する明細書（Excelファイルをご提供） 
  （4）被災代替資産等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表（Excelファイルをご提供） 

☆ 補足 ☆ 
修正申告は、修正申告するデータの年度にあったプログラムで行う必要があります。 
27年度版では、26年度や25年度等過年度の修正申告には対応していません。（様式フォームや 
税率等が異なるため） 

  プログラムとデータ 

前頁の「関連帳票」参照 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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Ａ プログラムとデータのバージョンが異なるためです。 
①「プログラムとデータのバージョンが違います。」というメッセージのみ 
 の場合は、プログラムよりもデータのバージョンが新しい可能性があります。 
 プログラムのバージョンアップを行ってください。 
 

Ａ ②下の画面のように、続けて「平成26年度で処理してください」と表示 
 される場合は、表示されている26年度のプログラムを起動してデータ 
 選択をします。 
 27年度版では、26年度のプログラムで更新処理を行ったデータを選択 
 してください。 

「プログラムとデータのバージョンが違います。」 とエラーになる 

  データ選択 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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清算・解散法人の申告はできますか？ 

Ａ 入力不要な箇所や連動箇所など解散等固有の計算には対応していません。 
控除できないものなどは入力しない、項目などを上書するなどの運用により 
ご使用ください。 

☆ 注意 ☆ 
●別表七（三）などは作成できません。 
●「欠損金の繰戻しによる還付請求書」の「欠損事業年度」は、法人基本情報の 
 事業年度を転記しています。前期の事業年度を指定することはできません。  

  清算・解散 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

参考News 
新しい法人税R4システムでは、 「解散・清算」」の申告に対応しています。 
法人基本情報で「解散」「清算」「残余財産確定」の区分を選択することができます。 
⇒別表七（三）と第六号様式別表十一を追加しました。 
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修正申告を行う方法は？ 

Ａ 次の順番で操作します。 （過去25年度を修正→27年度）  

 

  ①25年度の修正申告処理 
  25年度のプログラムを起動し、25年度の確定データを「法人コピー」で 
  25年度の修正申告用データを作成し、そのデータを起動して修正申告 
  作業を行う。  
②26年度の修正申告処理 
  26年度のプログラムを起動し、26年度の確定データを「法人コピー」で 
  26年の修正申告用データを作成し、そのデータを起動して「残高コピー」 
  を行い、（コピー元データは①の修正申告後のデータ）修正申告の作業を   
  行う。 

③27年度の修正申告処理 
27年度のプログラムを起動し、27年度の確定データを「法人コピー」で 
27年の修正申告用データを作成し、そのデータを起動して「残高コピー」 
を行い、（コピー元データは②の修正申告後のデータ）修正申告の作業を
行う。 

  修正申告 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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<注意点> 

減価償却システムと連動ができるのは、InterKX版同士、応援スタンドアロ-ン版同士、 
応援ネットワーク版同士となります。 

減価償却と連動できる条件について 

  減価償却連動 

電子申告を行う場合、減価償却システムの別表十六は、法人税システムへ連動してから、 
法人税システムからまとめて電子申告を行います。 

InterKX法人税 InterKX減価償却 InterKX電子申告 

法人税顧問 
スタンドアロ-ン版 

減価償却応援 
スタンドアロ-ン版 

電子申告応援 
スタンドアロ-ン版 

減価償却応援 
ネットワーク版 

法人税顧問 
ネットワーク版 

手動連動 

電子申告応援 
ネットワーク版 

別表十六、四 連動可能 自動連動 

自動連動 

Ａ 法人税システム平成27年度（Ver.H27.1以降）は、 
減価償却システム（Ver.14.0以降）とデータ連動が可能です。 

別表十六、四 連動可能 

別表十六、四 連動可能 

連動不可 

連動不可 手動連動 

手動連動 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

参考News 新しい法人税R4システムでは、 
注意点に記載されている連動の組み合わせの制限はありません。 
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減価償却システムと連動ができません 

Ａ 連動できるバージョンの組み合わせを確認します。 
「法人コード」＋「法人名」＋「期末（期首）年月日」が同じかどうかを確認します。 

  ※法人名にスペースを入力している場合は、半角全角の違いも不一致になります。 
※ 「法人コード」＋「法人名」＋「期末年月日」が一致している法人データが存在しない 
  場合は、 「法人コード」＋「法人名」＋「期首年月日」が一致している法人データを 
  対象とします。 

▼減価償却システムとの連動「する」を選択した場合に、連動できるデータがないと 
以下のエラーメッセージが表示されます。 

  減価償却連動 

Ａ プログラムの連動ファイルで対象バージョンを認識できていない可能性があります。 
法人税システムまたは減価償却システム（ネットワーク版の場合はクライアント）を 
アンインストール後に再度セットアップをしてください。 

※減価償却システムとの連動を行う際に、 
  減価償却システムで連動しようとしてるデータが 
  使用中の場合は、「減価償却システムで同じデータ 
   を使用中の可能性があります。処理を中止します。」  
  のエラーになります。その時は、減価償却システムで 
  会社選択を解除してください。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

参考News 新しい法人税R4システムでは、 
減価償却のデータ選択画面になりますので、 
法人コード、法人名等が一致していなくても 
減価償却連動ができます。 
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次の手順で行います。 

減価償却連動の手順について 

Step1  減価償却システムで、[オプション]－[法人税別表四転記資料]および 
        別表十六で内容を確認します。 

 
 
 

Step2  法人基本情報の「計算方法設定［3］」画面の「減価償却システムとの 
             連動」を「する」にして、「別表四」または「別表十六」（連動する別表）を 
             選択し、連動条件を設定します。 

Step3  連動後の内容を確認します。 

  減価償却連動 

別表十六（二） 

減価償却システムから連動する 
別表十六を選択できます。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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「別表四」を選択   →減価償却システムから別表四（償却超過額と当期認容額）を連動 
               別表十六は、法人税システム側で入力できません。 
               減価償却システム側で別表を出力します。 
「別表十六」を選択 →減価償却システムから連動する別表十六を選択することができます。 
                   ・・・減価償却システムから連動します。 
                   ・・・法人税システム側で入力できます。 
              →別表四（償却超過額と当期認容額）は、法人税システム側で 
               再計算します。 

減価償却連動の選択の違いについて 

Ａ 減価償却システムと連動したい別表選択することができます。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

参考News  新しい法人税R4システムでは、 
「減価償却システムとの連動」を「する/しない」の
選択はありません。 
「連動」タブから「減価償却との連動」を選択 
する方法になります。 

  減価償却連動 
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連動時の出力形式はどれを選択すればいいのですか？ 

Ａ 別表十六を選択した場合の条件設定は、減価償却システムと同じです。 

  減価償却連動 

▼法人税システムの「減価償却システムとの連動：する」 
を選択した場合の連動条件設定画面 

▼（参考）減価償却システムの 
別表十六(二）出力時の条件設定画面 

●合計書１：資産の種類または勘定別に１列にまとめて出力します。最後に合計を出力します。 
●合計書２：種類、勘定、耐用年数が同じ資産を１列に出力（別表十六（二）は、平成19年4月1日以降 
          取得資産はそのまま出力）し、小計出力、期中取得資産、特別償却資産、合計の順に出力します。 
●明細書１：１資産１列で出力します。種類または勘定ごとに合計をとり、最後にすべての合計を出力します。 
●明細書２：種類、勘定、耐用年数が同じ資産を１列にまとめて出力します。 

詳細は、減価償却システムのマニュアルで別表十六（一)の「出力条件の設定」を参考にしてください。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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「別表四」を選択した場合は、 
法人税システムでは、別表十六関係の入力・印刷ができなくなります。 

「連動する」に変更したら、別表十六の入力・修正ができませんー① 

Ａ 減価償却システムとの連動をする場合、次の制限があります。 

▼別表十六を選択した場合のエラーメッセージ 

  減価償却連動 

 ※別表十六関係は、 
  減価償却システム側で出力してください。 
  適用額明細書を作成する場合は、別表十六関係の 
  入力を忘れないようにしてください。  

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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「連動する」に変更したら、別表十六の入力・修正ができません-② 

Ａ 「別表十六」を選択した場合、データ取込後の別表十六のデータは修正不可となります。 
別表十六の入力画面に<連動（G）>ボタンが追加されますので、減価償却で修正した
データを再連動することができます。 

  減価償却連動 

減価償却システムから連動する別表十六を 
選択することができます。 
別表十六（一）と（二）は減価償却から連動
し、その他の別表十六は法人税システム側で入
力する等、自由に作成できます。 

チェックした 
別表十六（一）や十六（二）は 

減価償却システムから連動 
（直接修正はできません） 

別表十六(二） 

チェックしなかった 
その他の別表十六は、 

法人税システム側で入力 

別表十六(八） 

このボタンで減価償却 
システムから再連動 
できます。 

選択不可 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

法人基本情報 
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グループ法人税制における中小特例の扱いについて 

  法人基本情報 と別表一 

Ａ 親会社の資本金が5億円以上の場合、その100％子会社については、 
中小企業特例は適用されません。   

①軽減税率 

②特定同族会社の特別税率（留保金課税）の不適用 

③貸倒引当金の法定繰入率 

④交際費等の損金不算入制度における定額控除額制度 

⑤欠損金の繰り戻しによる還付制度 

法人基本情報[設定1]タブに、[非中小法人等]の
設定項目を追加しました。該当する場合には、 

「非中小法人等」にチェックを入れます。 

→別表一（一）の「非中小法人等」の欄に○がつきます。 

法人基本情報 

別表一（一） 

平成24年4月1日以後に開始する 
事業年度から、複数の大法人の
100％子会社等も適用されません。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 



35 

別表一は、書式が2枚（初葉、次葉）になっていますが、入力の切替は、「別表一（一）」の
中で可能ですが、プレビューできるのは別表一初葉のみです。 
次葉はメニューバーからプルダウンで 
「別表一（一）次葉」を選択します。 

 

別表一次葉のプレビューができない 

  別表一 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

初葉 

別表一の入力画面 

初葉と次葉の切替 

地方法人税額の計算 

法人税額の計算 

法人税額の計算 

地方法人税額の計算 

修正申告である場合
の計算 

次葉 

プレビュー 
（印刷）のみ 

地方法人税額の計算は、自動判定します。 

法人基本情報 設定2 
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中小企業向け特別措置の適用制限 

軽減税率が適用できません 

     別表一 

法人基本情報 

Ａ ｢非中小法人等」の場合は、中小企業等の所得の金額のうち、年800万円 
以下の金額に対する法人税の軽減税率15％は適用されません。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

この欄「中小法人等の場
合」は計算されません 

別表一（一）次葉 
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特定同族会社に判定されず、（11）～（17）まで印刷されません 

  別表二 

Ａ 資本金の額（または出資金の額）が1億円以下である会社は、 
特定同族会社の判定欄（(11)～(17)）は、計算・印刷がされません。 
（｢非中小法人等」の場合は、次ページ参照） 

別表ニ 

法人基本情報の「期末資本(出資）金額」が1億円以下の法人の場合、
特定同族会社の判定欄（(11)～(17)）は、計算・印刷がされません 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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中小企業向け特別措置の適用制限 

特定同族会社の特別税率（留保金課税）が不適用になりません。 

     別表二 

計算が 

されます 

留保金課税の計算がされます 

｢特定同族会社」に判定された場合は、 
別表三(一）で「留保所得金額（1）」が計上されます。 

別表三（一） 
法人基本情報 

別表二 

Ａ ｢非中小法人等」の場合、大法人と同様、留保金課税の計算、印刷がされます。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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明細欄に議決権の数を入力しましたが、 
「(20)と(22)の上位3順位の議決権の数(5)」に自動集計されません 

  別表二 

Ａ 明細欄の左端「議決権」の列に順位を入力します。 

別表ニ 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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続柄の設定が2段になっているのはなぜ？ 

  別表二 

Ａ 電子申告（e-Tax）では、別表二の「判定基準となる株主等との続柄」は、e-Taxで 
決められた続柄のみとなったため選択リストを用意しました。 
上段は電子申告で使用される続柄で、下段は印刷出力用の続柄になります。 

別表ニ 

上段で選択した内容が転記されます。 

「妻」など異なる内容に変更する場合は、上書入力します。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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  別表五(一）の名称を 
  変更したい場合 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

別表四の加算、減算欄で入力した項目は、どのように 
別表五(一）に反映されますか？別表五（一）の名称を変更したい。 

  別表四と五（一）の関係 

Ａ 別表四の「加算項目」に入力した留保は別表五（一）の③「増」に、 
「減算項目」で入力した留保は、別表五（一）の②「減」に、同じ名称で転記されます。 
項目名を変更する場合は、＜区分変更（K）＞で「加算項目」と「減算項目」の 
「別表五(一）での項目名」の名称を変更します。 

別表五（一） 別表四 

別表四で入力した名称になります 

別表五（一）での項目名に、変更した
い項目名を入力すると、別表五(一）の
名称が変わります。 

別表五（一）の項目名 
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別表四の加算、減算欄で入力した項目を、 
別表五(一）では一行で計上したい 

  別表四と五（一） 

一行にしたい項目名（同じ名前）に変更する 

一行表示 
になる 

Ａ 別表四または別表五（一）の入力画面で＜区分変更（K）＞を押し、「加算項目」と 
「減算項目」の「別表五(一）での項目名」を同じ名称に変更します。 

別表五（一） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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別表四の「減算」欄で追加した項目を、別表五(一）で 
「当期中の増減」の「増③」にマイナスで計上したい 

  別表四と五（一） 

Ａ 別表四「留保②」の金額欄にカーソルを置くと、画面上部に「逆移記」チェックボッ
クスが表示されます。この「逆移記」にチェックをつけると、別表五（一）にマイナス
で転記されます。 

「－（マイナス）」金額で連動 

「逆移記」にすると、 
留保の金額欄が濃いブルーになります 

別表四 

別表五（一） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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「利益準備金」や「別途積立金」と同じように 
「剰余金処分の区分」を入力したい 

  別表五（一） 

Ａ 項番「3」～「7」行目の「減②」又は「増③」に入力した金額は、 
「繰越損益金(26)」に反映されます。  

減②の金額：繰越損益金「26」の③に加算します。 
増③の金額：繰越損益金「26」の③を減算します。 

別表五（一） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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完全支配関係がある法人間の寄附において 
寄附修正事由が生じた場合、どのように入力すれば良いですか 

  別表五（一） 

Ａ 利益積立金額の明細行（当期の減②、当期の増）で上書き入力します。 
入力すると「検算」画面のコメント欄に「別表五(一)の検算に誤りがあります。」と 
表示されますが、この入力は誤りではありません。 

別表五（一） 

「上書」で入力 

検算結果でこのエラーメッセージを表示したくない場合は、 
別表五（一）の「検算調整」画面で寄附修正額を入力す
ると、エラーメッセージが表示しないようになります。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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「利子割(8)」はどこから転記されますか？ 

  別表五（ニ） 

Ａ 地方税 第九号の二様式の「5」の②から転記されます。 
地方税から転記しない場合は上書きします。 

第九号の二様式 
 

別表五（二） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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別表五（二）30に復興特別所得税を追加した場合や、名称を変更した場合、 
別表四(6)③に転記されますか？ 

  別表五（ニ） 

Ａ 別表五（二）の項目(29)(30))について、税目名に「源泉」「復興」「所得」の文字が 
含まれている場合、別表四(6)の③には転記しません。 

別表五
（二） 

別表四 

など 

入力した名称に「源泉」「所得」
「復興」の文字列が含まれている
場合は、別表四(6)③に転記し 
ません。それ以外の名称の場合に 
転記します。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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金額のフォントを大きくしたい 

  別表五（ニ） 

Ａ メニュー[オプション]→[別表出力桁数設定]で桁数を「9桁」に設定すると、 
  大きなフォントで印字します。 

9桁の場合 

12桁の場合 

フォントサイズが大きくなります。 

別表出力桁数設定 

12桁→9桁に変更 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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欠損金の繰越控除の80％又は65％までの計算になる 

  別表七（一） 

Ａ 大法人の場合（ 「非中小法人等」）は繰越欠損金の控除限度額が制限 
  されます。 

中小企業向け特別措置の適用制限 

法人基本情報 普通法人、かつ 
期末資本（出資）金額＞1億円 
または「非中小法人等」がオンのとき 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

平成27年4月1日以後開始事業年度の場合 

平成27年4月1日より前の開始事業年度の場合 

制限 

中小企業の場合（非中小法人除く） 

別表七（一） 
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一般寄附金の損金算入限度額の計算がされない 

     別表十四（二） 

Ａ 別表五（一）に資本金等を入力していないと、一般寄附金の損金算入限度額 
  が計算されません。 

 資本又は出資金を有する法人等の場合 

  

 

 

別表十四（二） 

別表五（一）２画面目 

期末資本金等の額は、別表五（一）より 
連動されます。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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交際費等の定額控除限度額について 

     別表十五 

別表十五 

Ａ 交際費等の額のうち、飲食のために支出した額の50％が損金算入可能です。 
  中小法人については、定額控除(800万円)との選択制となります。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

(8)のうち接待飲食費の額を入力します。 

平成26年4月1日以後 
開始事業年度から適用 
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中小企業向け特別措置の適用制限 

交際費等の損金不算入制度における定額控除が受けられない 

     別表十五 

損金不算入 

法人基本情報 別表十五 

Ａ 大法人の100％子法人の場合は、交際費の損金不算入制度における定額控除制度 
  は適用されません。→「非中小法人等」の場合、「定額控除限度額（3）」は「0」になりま 
  す。飲食のために支出した額の50％が損金算入可能です。       

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

選択不可 
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小計行を設定したい 

  別表十六（一）、（二） 

Ａ 法人税システムでは、任意で小計行を追加することはできません。 
  小計行を入力した場合、合計行に集計されてしまいます。 
  減価償却システムから連動すれば計行を出力することが可能です。 

減価償却システムと連動している場合は、小計行を出力することができます。

（減価償却システムとの連動については、 
【減価償却連動に関するよくあるお問い合わせ】ページを参照ください） 

別表十六（二） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

参考News 新しい法人税R4システムでは、「期首帳簿価額」「当期償却月数」の設定項目（出力対象外）を追加し、 
期中取得資産の計算が簡単に行えるようになりました。 
また、減価償却連動しなくても「小計列」「中計列」も任意で設定することができ、耐用年数辞書も使用できます。 
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欠損金の繰戻し還付の請求をする場合について（法人税） 

別表七（一） 

※経理処理によっては、別表四と別表五（一）にも入力が必要な場合があります。 

別表一(一） 

欠損金の繰戻しによる還付請求書 

Ａ 〔税務代理・還付請求・管理帳票〕タブの「欠損金繰戻還付請求書」を 
入力します。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

  欠損金の繰戻しによる還付請求書 
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中小企業向け特別措置の適用制限 

欠損金の繰り戻しによる還付制度は適用できない。 

     欠損金の繰戻しによる還付請求書 

還付金額の計算 

がされません 

基本情報変更 

Ａ 大法人の100％子法人の場合は、欠損金の繰り戻しによる還付制度は 
適用できません。 
→「非中小法人等」の場合、「欠損金額（1）」が「0」となり、 
  欠損金の繰り戻し還付金額の計算がされません。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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地方法人税と復興特別法人税の計算 

     地方法人税と復興特別法人税 

基本情報変更-「設定2」タブ 

「作成しない」が初期値になります。 
上書きで、「作成する」にすると、 「法人税申告書の別表一」の選択が、 
「復興特別法人税 別表一」に連動されます。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

平成26年10月1日以後開始する事業年度は、「計算する」が 
初期値になります。 
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適用額明細書の提出について 

   

Ａ 法人税関係特別措置（例えば中小企業者の法人税率の特例、特別償却など、 
税額又は所得の金額を減少させるもの）を適用する場合には、法人税申告書に 
添付する必要があります。 
添付がなかった場合や、添付があっても虚偽の記載があった場合は、法人税関係 
特別措置の適用が受けられないこととされています。 

ＯＣＲ用紙になっています。 
最大20枚（400行）の 
明細書を作成できます。 

適用額が0の明細行は 
印字しません。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

  適用額明細書 
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作成手順は？ 

 
 
 

Step1   別表入力 
       すべての別表を入力します。 

次の手順で行います。 

Step3   帳票出力 
       別表と適用額明細書を出力して内容を確認します。 
       適用額明細書は、税務署用紙、カラーＯＣＲ、モノクロＯＣＲ（枠無）、 

        モノクロ印刷に対応しています。       

Step2   適用額明細書入力 
       法人税関係特別措置の適用を受ける条項、区分番号、適用額を 
       入力します。 
       ・＜条項一覧から追加＞→＜適用額欄に金額がある条項を一括 
        選択＞により、入力済みの別表から該当する項目の適用額が 
        転記されます。 
       ・適用額が転記されない別表は、必要な項目を入力します。      

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

参考News 新しい法人税R4システムでは、 
別表側に「適用を受ける条項等」を入れていただくため、
Step2の「適用額明細書」を起動すると、別表内に設定 
された条項等から自動設定がされるようになります。 

  適用額明細書 
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基本情報で注意すべき点はありますか？ 

   

基本情報変更-「設定2」タブ 

適用額明細書に入力が あれば、「有」になります。 

別表一(一） 

基本情報変更-「設定2」タブ 

基本情報の行種目の 
先頭2文字を転記します。 

基本情報変更-「設定1」タブ 

Ａ 適用額明細書を添付する場合には、確定申告書の「適用額明細書提出有無」が「有」 
になります。適用額明細書が不要であればデータを削除するか、上書きで「無」に変更 
してください。事業種目、業種番号も連動されます。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

  適用額明細書 
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所得金額又は欠損金額は、どこから連動されますか？ 

  適用額明細書 

別表一(一） 

Ａ 別表一の「1 所得金額又は欠損金額」より連動します。 

適用額明細書 

別表一の「1 所得金額又は欠損金額」が0の場合、 
適用額明細書の「所得金額又は欠損金額」に0になります。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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Ａ ＜条項一覧から追加＞→＜適用額欄に金額がある条項を一括選択＞すると、 
適用額のある条項No.にチェックが入り、入力済みの別表から該当する項目の 
適用額が転記されます。 

取込がされます 

適用額欄に金額があるものを 
一括選択できます。 

 
まとめて入力済の別表から適用額を転記するには？ 

適用額明細書 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

  適用額明細書 
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事業税の「非製造業」の分割基準の設定方法は？ 

Ａ ［事業所設定］で、非製造業の場合は、「従業者数及び事務所または 
事業所数」を選択し、算定月数を入力します。寮の場合は人数を｢0｣にします。 

「従業者数及び事務所または事業所数」 を選択した場合、 
［地方税共通情報］では、分割基準に「1」と「3」にチェックが入ります。 

非製造業の場合 製造業の場合 

  事業所設定 

事業所設定 

地方税共通情報 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

参考News 
新しい法人税R4システムでは、 
「設置年月日」や「廃止年月日」の他、「寮」の 
設定等ができ、細かな月数計算ができます。 
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事業所設定の住所が印刷されません 

Ａ 本店は「法人基本情報」の住所を印刷します。 

  第六号様式 

第六号様式 

本店の場合 

法人基本情報の住所 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

上段：事業所設定の住所 
下段：法人基本情報の住所 

支店の場合 
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「利子割(28)」はどこから転記されますか？ 

  第六号様式 

Ａ 地方税 第九号の三様式「合計」 →第六号様式「利子割額(28)」に転記されます。              

第九号の三様式 

第六号様式 

「(28) 利子割額」は、[ファイル]→[事業所情報]の 
最上段に登録されている事業所(本店)の都道府県の六
号様式に転記されます。 

「(28) 利子割額」は第九号の三様式の合計額
(「(48) 合計額」) を本店の都道府県の六号様式
に記載します。 
（第九号の三様式は本店のみ提出します） 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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事業税の「所得金額の計算」欄に金額があるのに、 
印刷がされません 

Ａ 第六号様式の「第六号様式別表五」で所得金額の計算をする場合には、 
「第六号様式」の「所得金額の計算欄」は、空白印刷になりますが、法人基本情報で印
刷することもできます。                    

  第六号様式 

 印刷する場合には、法人基本情報-印刷設定［4］で「する」を 
 選択してください。   

第六号様式-入力画面 

法人基本情報 

金額が印刷 
されない 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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欄外下部が印刷されない。 

Ａ 第六号様式のフォームの変更により、下部の欄外を印刷は対象外となりました。                  

  第六号様式 

第六号様式-入力画面 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

東京都は印刷対象外 

第六号様式（東京都の場合） 

第六号様式（東京都以外の場合） 
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「還付請求 利子割額(75)」に「利子割額控除できなかった金額(30)」の
金額がそのまま計上されてきます 

  第六号様式 

Ａ 法人基本情報－計算方法設定[3]の 
「六号様式 利子割還付額 均等割に充当される額の控除：控除する」にしてください。 
法人基本情報が「控除する」かつ第六号様式が「希望する」のときに、 
第六号様式「還付請求 利子割額（75）」が均等割控除後の金額になります。                     

第六号様式 法人基本情報 

第六号様式 かつ 

基本情報が「控除しない」の場合、第六号様式で
「希望する」にしても(75)＝(30) 

基本情報が「控除する」かつ第六号様式が「希望する」の場合 
(75)＝(30)－(20) 20,000-11,000 ＝9,000 

 「利子割還付額の均等割への充当：希望する」のとき、(75)に控除後の額を記載するかどうかは、 
 提出先の記載の手引きなどで確認してください。 
 電子申告の場合は、「利子割還付額の均等割への充当：希望する」の時は、「控除する」に設定してください。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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「確定」から「中間」へ変更すると、 
「第六号様式別表四の三」の月数も６ヵ月に変更されますか？ 

Ａ 第六号様式別表四の三の「特別区内における従たる事務所等」および「均等割額」の 
月数（0以外）が設定されていると、次のタイミングで法人基本情報の「切捨月数」を 
セットします。 
◆法人基本情報で申告区分を次のように変更した場合 
  「確定」「修正確定」 →「中間」に変更した場合 ：通常6ヶ月を設定 
  「中間」「修正中間」 →「確定」に変更した場合 ：通常12ヶ月を設定  
◆翌期更新した場合（更新後データの切捨月数を設定）  
  「確定」データを「中間」データに翌期更新した場合 ：通常6ヶ月を設定            

  第六号様式別表四の三 

法人基本情報 

第六号様式別表四の三 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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電子申告で第六号様式別表九が取り込まれない、エラーになる 

  第六号様式別表九 

Ａ 地方税ポータルシステムの出力仕様では、第六号様式別表九の金額がある 
  行は、事業年度、区分が必須項目になっています。   

そのため、③、④、⑤のいずれかに金額がある明細行では、 
次の場合にメッセージを表示します。 
・事業年度（自、至）が未入力になっている 
・区分が未入力になっている 
・区分の両方にチェックがついている  

電子申告時のエラー → 

●法人税システム側で第六号様式別表九の入力画面で終了する時や印刷ボタンを押した時にも 
  同様のチェックを行っています。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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欠損金の繰越控除の80％又は65％までの計算になる 

  第六号様式別表九 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

Ａ 大法人の場合（ 「非中小法人等」）は繰越欠損金の控除限度額が制限されます。 

法人基本情報 
普通法人、かつ 
期末資本（出資）金額＞1億円 
または「非中小法人等」がオンのとき 

平成27年4月1日以後開始事業年度の場合 

平成27年4月1日より前の開始事業年度の場合 

制限 

中小企業の場合（非中小法人除く） 

第六号様式別表九 
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  第六号様式別表十四 

事業税で超過税率が適用される場合の計算は？ 

Ａ 超過税率を適用する場合には、第六号様式別表十四が必要です。必要かの判定は 
自動で行います。現在、資本金の額などの適用要件によって超過税率が適用される 
ことがある都道府県は、一部に限定されています。 

資本金や年所得で 
自動判定し、表示します。 

第六号様式別表十四 

第六号様式別表十四は、プレビュー表示のみ。
入力画面は、第六号様式の下にあります。 

第六号様式 

第六号様式 

第六号様式 

地方法人特別税 
の計算がされます。 

標準税率 

超過税率 

第六号様式別表十四へ 
内容が連動されます。 

「超過税率：摘要あり」の
場合でも、所得金額総額
がなければ、提出不要と判

定されます。 

提出先の都道府県名を印字します。 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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白紙への一括印刷方法を教えてください 

Ａ 印刷メニューから「一括印刷」を選択します。タブごとに一括印刷
することができます。 

[地方税設定]  
県や市ごとに印刷の 

指定ができます 

  印刷 

カラー印刷の 
指定ができます 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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 東京都、大阪府、千葉県、長崎県へ提出する第六号様式、第七号様式、第九号の三 
 様式などの帳票については、当システム専用の識別コード（ユーザーID）を印字します。 

申告書印刷でよくあるお問い合わせ 

Ｑ 税務署用紙の控用紙に直接印刷できますか。 

Ａ 税務署用紙の控用紙に直接印刷することはできません。税務署用紙 
(OCR紙）に対応しているのは、別表一、復興特別法人税別表一の1枚目と適用額
明細書のみです。 
別表一、復興特別法人税別表一の2枚目以降、及びその他明細書は、Ａ４白紙 
用紙に印刷してください。 

Ｑ 東京都のＯＣＲ用紙に直接印刷できますか？ 

Ａ 直接印刷には対応していませんが、東京都の場合、識別コードを印刷 
しますので、白紙印刷した「提出用」をそのまま提出することができます。 

  印刷 

第六号様式 

大阪、千葉、長崎の場合、統一様式に識別コードを印刷するとOCR読み取りが可能なため、第六号様式と
第七号様式は、統一様式に印字し、第九号の三様式は東京都様式と同様となります。 

（補足）  

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 
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  印刷 

(C) EPSON SALES JAPAN CORPORATION , All rights reserved.2015 

第6号様式は、事業所が東京都の場合は、入力用の代わりに提出用写が印刷されます。 
東京都は、提出用、提出用写、控用が印刷されます。 
東京都以外は、提出用、入力用、控用が印刷されます。 

第九号の三様式 入力用が印刷されません 

Ａ 本店が東京都、または大阪府、千葉県、長崎県の場合は、入力用は印刷されません。 
（OCR読み取りに対応しているため、入力用は必要ありません。） 

「提出用」と｢控用」のみ印刷されます。 

印刷する帳票の設定で、 
「入力用」にチェックを入れても・・・ 


